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2026 年 5 月 7 日 

 

吸収合併に関する事前開示書面 

 

東京都世田谷区玉川二丁目 24 番 7 号萩原第二ビル 8 階 

ＳＦＰホールディングス株式会社 

代表取締役社長 佐藤 誠 

 

当社は、2026 年４月 14 日開催の取締役会において、2026 年７月１日（予定）を効力発

生日として、株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングス（以下、「ＣＲＨ社」

という。）を吸収合併存続会社、当社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下、「本合併」

という。）を実施することを決議し、両社間で合併契約（以下、「本合併契約」という。）を

締結いたしました。 

本合併に関する会社法（平成 17 年法律第 86 号。その後の改正を含む。以下同じ。）第 782

条第 1 項及び会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号。その後の改正を含む。以下同

じ。）第 182 条に基づく事前開示事項は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１．吸収合併契約の内容（会社法第 782 条第 1 項第 1 号） 

別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 1 号及び第 3 項） 

(1) 合併対価の総数及び割当ての相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 3 項

柱書及び同項第 1 号） 

① 本合併に係る割当ての内容 

 
ＣＲＨ社 

（吸収合併存続会社） 

当社 

（吸収合併消滅会社） 

本合併に係る割当比率 １ 3.2 

（注１） 本合併に係る割当比率（以下、「本合併比率」という。） 

ＣＲＨ社は、当社株式１株に対して、ＣＲＨ社株式 3.2 株を割当交付い

たします。ただし、基準時（以下に定義する。）においてＣＲＨ社が保有

する当社株式及び当社が保有する自己株式については、本合併による株

式の割当ては行いません。また、上記表に記載の本合併比率は、算定の根

拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社間で協議した上で、合意

により変更することがあります。 
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（注２） 本合併により交付するＣＲＨ社株式の株式数：普通株式 29,976,438 株

（予定） 

ＣＲＨ社は、本合併に際して、本合併の効力発生の直前時（以下、「基

準時」という。）における当社の株主の皆様（ただし、ＣＲＨ社及び当社

を除く。）に対して、その保有する当社株式に代えて、本合併比率に基づ

いて算出した数のＣＲＨ社株式を割当交付する予定です。本合併により

ＣＲＨ社が交付する株式は、全て新たにＣＲＨ社株式を発行することを

想定しております。 

上記の交付株式数は、今後、当社の株主から株式買取請求権の行使がな

されるなどして、本合併の効力発生の直前時までの間に当社の自己株式

数の変動等が生じた場合には、修正される可能性があります。 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本合併に伴い、ＣＲＨ社の単元未満株（100 株未満の株式）を保有する

こととなる当社の株主の皆様におかれましては、本合併の効力発生日以

降、ＣＲＨ社の定款及び株式取扱規程の定めるところにより、ＣＲＨ社株

式に関する以下の制度をご利用いただくことができるほか、一部証券会

社で取り扱っている単元未満株式での売買が可能です。なお、金融商品取

引所市場において単元未満株式を売却することはできません。 

① 単元未満株式の買増し制度（１単元（100 株）への買増し） 

会社法第 194 条第１項の規定及びＣＲＨ社の定款の規定に基づき、Ｃ

ＲＨ社の単元未満株式を保有する株主の皆様が、その保有する単元未

満株式の数と併せて１単元となる数の株式をＣＲＨ社から買い増す

ことができる制度です。 

② 単元未満株式の買取請求制度（１単元（100 株）未満株式の売却） 

会社法第 192 条第１項の規定に基づき、ＣＲＨ社の単元未満株式を保

有する株主の皆様が、その保有する単元未満株式を買い取ることをＣ

ＲＨ社に対して請求することができる制度です。 

（注４）１株に満たない端株の取扱い 

本合併に伴い、１株に満たない端数のＣＲＨ社株式を保有することと

なる当社の株主の皆様に対しては、会社法第 234 条その他の関連法令の

定めに従い、その端数の合計数（合計数に１株に満たない端数がある場合

は、これを切り捨てるものとします。）に相当する数のＣＲＨ社株式を売

却し、かかる売却代金をその端数に応じて交付いたします。 

 

② 本合併に係る割当ての内容の根拠等 

ア 割当ての内容の根拠及び理由 
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ＣＲＨ社及び当社は、本合併比率その他本合併の公正性・妥当性を確保するため、それ

ぞれ個別に、両社から独立した第三者算定機関に合併比率の算定を依頼すること、また、

両社から独立したリーガル・アドバイザーから法的助言を受けることといたしました。そ

して、ＣＲＨ社は、両社から独立した株式会社プルータス・コンサルティング（以下、「プ

ルータス・コンサルティング」という。）を、当社は、両社から独立したＪａｐａｎ Ｂ

ｌｕｅ Ｍ＆Ａアドバイザリー株式会社（以下、「ＪＢＭＡ」という。）を、それぞれファ

イナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として選定し、また、ＣＲＨ社は、両社

から独立した岩田合同法律事務所を、当社は、両社から独立したＴＭＩ総合法律事務所を、

それぞれリーガル・アドバイザーとして選定いたしました。 

両社は、それぞれ、自らが選定した第三者算定機関による本合併に用いられる合併比率

の算定結果や、リーガル・アドバイザーからの助言を参考に、かつ相手方に対して実施し

たデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、それぞれの財務の状況、資

産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両社の間で、合併比率につい

て複数回にわたり慎重に協議・交渉を重ねてまいりました。 

そして、ＣＲＨ社においては、下記「（4）吸収合併消滅会社の株主の利益を害さないよ

うに留意した事項（会社法施行規則第 182 条第３項第３号）」の「①公正性を担保するた

めの措置（利益相反を回避するための措置を含む。）」に記載のとおり、第三者算定機関で

あるプルータス・コンサルティングから 2026 年４月 13 日付で取得した合併比率に関す

る算定書、リーガル・アドバイザーである岩田合同法律事務所からの助言及びＣＲＨ社が

当社に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて、慎重に協議・検討し

た結果、本合併比率は妥当であり、ＣＲＨ社の株主の皆様の利益に資するとの判断に至っ

たため、本合併比率により本合併を行うことが妥当であると判断いたしました。 

他方、当社においては、下記「（4）吸収合併消滅会社の株主の利益を害さないように留

意した事項（会社法施行規則第 182 条第３項第３号）」の「①公正性を担保するための措

置（利益相反を回避するための措置を含む。）」に記載のとおり、当社の第三者算定機関で

あるＪＢＭＡから 2026 年４月 13 日付で取得した合併比率に関する算定書（以下、「本合

併比率算定書（ＪＢＭＡ）」という。）、リーガル・アドバイザーであるＴＭＩ総合法律事

務所からの助言、当社がＣＲＨ社に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果並びに

ＣＲＨ社、当社及び本合併との間で利害関係を有しない独立した委員によって構成され

る本特別委員会からの指示、助言及び 2026 年４月 13 日付で受領した答申書（以下、「本

答申書」という。）の内容等を踏まえ、慎重に協議・検討いたしました。その結果、当社

は、本合併比率は妥当であり、当社の一般株主の皆様の利益に資するとの判断に至ったた

め、本合併比率により本合併を行うことが妥当であると判断いたしました。 

このように、両社は、各社の第三者算定機関による算定結果及びリーガル・アドバイザ

ーの助言を参考に、かつ、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェン

スの結果等を踏まえて、それぞれが両社の財務状況、資産状況、将来の見通し等の要因を
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総合的に勘案した上で、両社間で合併比率について複数回に亘り慎重に交渉・協議を重ね

た結果、また、当社については本特別委員会から提出された答申書の内容も踏まえ、最終

的に本合併比率は妥当であり、ＣＲＨ社及び当社のそれぞれの株主の皆様の利益に資す

るとの判断に至り、本合併比率により本合併を行うことを合意いたしました。 

なお、本合併比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合には、両社間

で協議の上、変更することがあります。 

 

イ 算定に関する事項 

ⅰ 算定機関の名称及び両社との関係 

ＣＲＨ社の第三者算定機関であるプルータス・コンサルティング及び当社の第三者

算定機関であるＪＢＭＡはいずれも、両社から独立した第三者算定機関であり、当社及

びＣＲＨ社の関連当事者には該当せず、当社及びＣＲＨ社との間で重要な利害関係を

有しません。なお、本合併に係るプルータス・コンサルティングに対する報酬は、本合

併の成否にかかわらず支払われる固定報酬であります。 

ＪＢＭＡのグループ企業である株式会社みずほ銀行（以下、「みずほ銀行」という。）

は、ＣＲＨ社及び当社に対して、通常の銀行取引の一環として融資取引等を実施してお

りますが、本合併に関してＣＲＨ社及び当社との利益相反に係る重要な利害関係を有

しておりません。ＪＢＭＡによれば、ＪＢＭＡは、みずほ銀行との間の情報隔壁措置等

の適切な利益相反回避のための体制を構築し、かつ実施しており、みずほ銀行の貸付人

の地位とは独立した立場で合併比率の算定を行っているとのことです。当社は、ＪＢＭ

Ａとみずほ銀行との間において適切な弊害防止措置が講じられていること、当社とＪ

ＢＭＡは一般取引先と同様の取引条件での取引を実施しているため本合併におけるフ

ァイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関としての職務を行うにあたり十分

な独立性が確保されていることから、当社がＪＢＭＡに対して当社株式の株式価値算

定を依頼することに関し特段の問題はないと判断しております。 

なお、本合併に係るＪＢＭＡに対する報酬には、本合併の契約締結等を条件に支払わ

れる成功報酬が含まれておりますが、当社とＪＢＭＡの間において、同種の取引におけ

る一般的な実務慣行及び本合併が不成立となった場合に当社に相応の金銭的負担が生

じる報酬体系の是非等も勘案の上、本合併の契約締結を条件に支払われる成功報酬が

含まれていることをもって、独立性が否定されるものではないと判断しております。 

 

ⅱ 算定の概要 

（ⅰ）プルータス・コンサルティングによる算定 

プルータス・コンサルティングは、ＣＲＨ社については、ＣＲＨ社株式が東京証券取

引所プライム市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価法を採用し

て算定を行いました。 
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当社については、当社が東京証券取引所プライム市場に上場しており、市場株価が存

在することから市場株価法を、また比較可能な類似上場会社が複数存在し、類似上場会

社との比較による株式価値の類推が可能であることから類似会社比較法を、加えて将

来の事業活動の状況を評価に反映するためにディスカウンテッド・キャッシュ・フロー

法（以下、「ＤＣＦ法」という。）を採用しました。 

各評価方法によるＣＲＨ社株式１株あたりの株式価値を１とした場合の合併比率の

算定結果は以下のとおりとなります。 

採用手法 
合併比率の算定結果 

ＣＲＨ社 当社 

市場株価法 

市場株価法 2.84～3.19 

類似会社比較法 1.15～2.19 

ＤＣＦ法 1.87～3.60 

 

市場株価法においては、プルータス・コンサルティングは算定基準日を本合併契約締

結日の前営業日である 2026 年４月 13 日として、東京証券取引所プライム市場におけ

る算定基準日の終値及び当該算定基準日から遡る過去１か月間、３か月間、６か月間の

各期間の終値単純平均値を採用しております。 

類似会社比較法では、当社と比較的類似する事業を営む上場企業の市場株価の収益

性等を示す財務指標との比較を通じて算定しております。 

ＤＣＦ法では、当社が作成した 2027 年２月期から 2030 年２月期までの財務予測、

直近までの業績の動向に基づき、2027 年２月期以降に見込まれる将来キャッシュフロ

ーを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を算定しております。

なお、プルータス・コンサルティングがＤＣＦ法の前提とした当社の財務予測において、

大幅な増益及びフリー・キャッシュ・フローの大幅な増加を見込んでいる事業年度が含

まれております。具体的には、当社は、2028 年２月期において、販売価格の改定等に

伴う原価率の改善により、営業利益及び経常利益が前期比で 30％以上の増益及びフリ

ー・キャッシュ・フローの増加になることを見込んでおります。また、本合併により実

現することが期待できるシナジー効果を現時点で見積もることが困難であることから、

当該財務予測は当該シナジーを織り込んでいない当社単独の計画を前提として作成し

ております。 

プルータス・コンサルティングは、合併比率の算定に関して当社から提供を受けた資

料及び情報、一般に公開された情報を原則としてそのまま使用し、分析及び検討の対象

とした全ての資料及び情報が正確かつ完全であること、合併比率の算定に重大な影響

を与える可能性がある事実で、プルータス・コンサルティングに対して未開示の事実は

ないこと等を前提としており、これらの資料及び情報の正確性または完全性に関して

独自の検証を行っておらず、またその義務を負うものではありません。 
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プルータス・コンサルティングは、当社並びにそれらの関係会社の全ての資産または

負債（金融派生商品、簿外資産及び負債、その他の偶発債務を含みますが、それに限ら

れません。）について、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定

または査定を行っておらず、また第三者への評価、鑑定または査定の依頼も行っており

ません。プルータス・コンサルティングは、提供された当社の財務予測に関する情報が、

経営陣による現時点において可能な最善の予測と判断に基づき合理的に作成されてい

ることを前提としており、独自に検証することなくこれらの情報に依拠しております。

プルータス・コンサルティングの算定は市場株価法については 2026 年４月 13 日、そ

の他については 2026 年３月 31 日現在における金融、経済、市場その他の状況を前提

としております。 

 

（ii）ＪＢＭＡによる算定 

ＪＢＭＡは、ＣＲＨ社については、同社株式が東京証券取引所プライム市場に上場し

ており、市場株価が存在することから、市場株価基準法を採用して算定を行いました。 

また、当社については、同社株式が東京証券取引所プライム市場に上場しており、市

場株価が存在することから、市場株価基準法を、将来の事業活動の状況を評価に反映す

るためＤＣＦ法を算定手法として用いて、株式価値の算定を行いました。 

各評価方法によるＣＲＨ社株式１株あたりの株式価値を１とした場合の合併比率の

算定結果は以下のとおりとなります。 

採用手法 
合併比率の算定結果 

ＣＲＨ社 当社 

市場株価基準法 
市場株価基準法 2.82～3.24 

ＤＣＦ法 2.62～3.56 

 

なお、市場株価基準法については、2026 年４月 13 日を算定基準日として、算定基準

日の終値及び算定基準日までの１か月、３か月及び６か月の各期間の終値単純平均値

をそれぞれ採用いたしました。 

ＤＣＦ法では、当社が作成した 2027 年２月期から 2030 年２月期までの財務予測、

直近までの業績の動向に基づき、2027 年２月期以降に見込まれる将来キャッシュ･フ

ローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業価値や株式価値を評価

しております。割引率は加重平均資本コストを採用し、5.03％～6.03％を使用しており

ます。また、継続価値の算定については、永久成長法を採用し、永久成長率は 0.25％～

0.75％を使用しております。なお、ＪＢＭＡがＤＣＦ法で算定の前提とした当社の財務

予測は以下のとおりであり、当該財務予測においては、大幅な増減益を見込まれている

事業年度が含まれております。具体的には、当社は、販売価格の改定等に伴う原価率の

改善により、2028 年２月期において、営業利益、経常利益及びフリー・キャッシュ・
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フローが前期比で 30％以上増加すること、並びに 2029 年２月期において、フリー・キ

ャッシュ・フローが前期比で 30％以上増加することを見込んでおります。 

 

（単位：百万

円） 

2027年２月期 2028年２月期 2029年２月期 2030年２月期 

売上高 33,385 35,882 38,399 40,937 

営業利益 2,100 2,872 3,526 4,211 

ＥＢＩＴＤＡ 2,935 3,771 4,489 5,235 

フリー・キャッ

シュ・フロー 

961 1,420 1,964 2,470 

 

ＪＢＭＡは、上記合併比率の算定に際して、公開情報及びＪＢＭＡに提供された情報

等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なもの

であることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておら

ず、またその義務を負うものではありません。また、ＪＢＭＡは両社及びその関係会社

の資産及び負債（デリバティブ取引、簿外資産及び負債、その他偶発債務を含みます。）

に関して独自の評価･査定を行っておらず、第三者機関への鑑定または査定の依頼も行

っておりません。ＪＢＭＡは、当社から提供された事業計画、財務予測その他将来に関

する情報が、当社の経営陣による現時点で可能な最善の予測及び判断に基づき、合理的

に作成されたことを前提としております。ＪＢＭＡは、当社の事業計画の正確性、妥当

性及び実現可能性について独自に検証することなくこれらの情報に依拠しております。

ＪＢＭＡの合併比率の算定は、2026 年４月 13 日までにＪＢＭＡが入手した情報及び

経済条件を反映したものです。なお、ＪＢＭＡの算定は、当社の取締役会が合併比率を

検討するための参考に資することを唯一の目的としております。 

 

（2） 吸収合併存続会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項（会社法施行規則

第 182 条第３項、会社法第 749 条第１項第２号イ） 

 本合併に際して増加すべきＣＲＨ社の資本金及び準備金の額については、会社計算規

則第 35 条または第 36 条に定めるところに従って、ＣＲＨ社が決定いたします。かかる

取扱いは、ＣＲＨ社の財務状況、資本政策その他の事情を総合的に考慮した上で決定さ

れたものであり、相当であると判断しております。 

 

（3） 合併対価として当該種類の財産を選択した理由（会社法施行規則第 182 条第３項第

２号） 

 当社及びＣＲＨ社は、本合併に係る当社の株式に対する合併対価として存続会社とな

るＣＲＨ社の普通株式を選択いたしました。当社及びＣＲＨ社は、ＣＲＨ社の普通株式
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が東京証券取引所において取引されており、本合併によるシナジー効果を享受すること

が可能であることを考慮して、ＣＲＨ社の普通株式を本合併に係る対価とすることが適

切であると判断いたしました。 

 

（4） 吸収合併消滅会社の株主の利益を害さないように留意した事項（会社法施行規則第

182 条第３項第３号） 

① 公正性を担保するための措置（利益相反を回避するための措置を含む。） 

 ＣＲＨ社及び当社は、ＣＲＨ社が既に当社株式 13,435,500 株（2026 年２月 28 日現

在の発行済株式数（22,813,689 株）から当社の自己株式数（10,552 株）を控除した株

式数（22,803,137 株）に占める割合にて 58.92％）を保有しており、当社がＣＲＨ社

の子会社に該当することから、本合併に際しては、利益相反を回避して公正性を担保

する必要があると判断し、以下のとおり公正性を担保するための措置（利益相反を回

避するための措置を含む。）を実施しております。 

 

ア 両社における独立した第三者算定機関からの算定書の取得 

本合併に用いられる合併比率に関する意思決定にあたって公正性を期すため、ＣＲＨ

社は、両社から独立した第三者算定機関であるプルータス・コンサルティングを選定し、

2026 年４月 13 日付で合併比率に関する算定書を取得し、また、当社は、両社から独立し

た第三者算定機関であるＪＢＭＡを選定し、2026 年４月 13 日付で本合併比率算定書（Ｊ

ＢＭＡ）を取得いたしました。 

各算定書の概要は、上記「(1) 合併対価の総数及び割当ての相当性に関する事項（会社

法施行規則第 182 条第 3 項柱書及び同項第 1 号）」の「②本合併に係る割当ての内容の根

拠等」の「イ 算定に関する事項」をご参照ください。なお、両社は、いずれも、各第三

者算定機関から、合併比率の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）は取得して

おりません。 

 

イ 両社における独立した法律事務所からの助言 

ＣＲＨ社は、本合併のリーガル・アドバイザーとして、岩田合同法律事務所を選任し、

本合併の諸手続及び取締役会の意思決定の方法・過程等について法的な観点から助言を

得ております。なお、岩田合同法律事務所は、両社から独立しており、両社との間で重要

な利害関係を有しません。 

他方、当社は、本合併のリーガル・アドバイザーとして、ＴＭＩ総合法律事務所を選任

し、本合併の諸手続及び取締役会の意思決定の方法・過程等について法的な観点から助言

を得ております。なお、ＴＭＩ総合法律事務所は、両社から独立しており、両社との間で

重要な利害関係を有しません。 
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ウ 両社における独立したファイナンシャル・アドバイザーからの助言 

ＣＲＨ社は、本合併に関するフィナンシャル・アドバイザーとして、プルータス・コン

サルティングを選任し、本合併に係る財務的見地からの助言を受けております。なお、プ

ルータス・コンサルティングは、両社から独立しており、重要な利害関係を有しません。 

当社は、本合併に関するファイナンシャル・アドバイザーとして、ＪＢＭＡを選任し、

本合併に係る財務的見地からの助言を受けております。なお、ＪＢＭＡは、両社から独立

しており、重要な利害関係を有しません。 

 

エ 当社における独立性を有する特別委員会への諮問及び特別委員会からの答申書の

取得 

ⅰ 諮問等の経緯 

当社は、2025 年 12 月９日、ＣＲＨ社から本提案を受け、ＣＲＨ社が当社の親会社で

あり、本合併が構造的な利益相反の問題及び情報の非対称性の問題が類型的に存する

取引に該当することに鑑み、本合併に係る当社の意思決定に慎重を期し、また、当社取

締役会の意思決定過程における恣意性及び利益相反のおそれを排除し、その公正性を

担保するため、2026 年１月 22 日開催の当社取締役会決議により、当社の独立役員であ

る社外取締役の長南伸明氏（公認会計士 公認会計士長南伸明事務所）、髙見由香里氏

及び柿田徳宏氏（弁護士 けやき総合法律事務所）の３名により構成される特別委員会

を本合併に係る諮問機関と位置付け、本特別委員会に対し、（a）本合併の是非（本合併

が当社企業価値の向上に資するかを含む。）に関する事項、（b）本合併の取引条件の公

正性（合併比率の水準、買収の方法及び買収対価の種類その他の取引の条件が公正なも

のとなっているかを含む。）に関する事項、（c）本合併の手続の公正性（取引条件の公

正さを担保するための手続が十分に講じられているかを含む。）に関する事項、（d）上

記（a）乃至（c）その他の事項を踏まえ、本合併が一般株主にとって公正であるか否か

（以下総称して、「本諮問事項」という。）について諮問し、これらの点についての答申

書を当社取締役会に提出することを委嘱しました。上記決議にあたっては、利益相反を

回避する観点から、当社の取締役７名のうちＣＲＨ社の取締役を兼任している石井祐

輔氏を除く当社の全ての取締役（６名）の全員一致により上記決議を行っております。 

 

なお、本特別委員会の各委員の報酬は、特別委員はいずれも当社の社外取締役であり、

その職責に委員としての職務も含まれると考えられることから、社外取締役の報酬に

含まれるものとされており、本合併の公表や成立等を条件とする成功報酬は含まれて

おりません。 

併せて、当社は、本特別委員会に対して、（ⅰ）本合併に関与する当社の役職員また

は本合併に係る当社のアドバイザーに対し、本諮問事項の検討に必要な事項について

質問を行い、調査（各提案に関係する当社の役員若しくは従業員または各提案に係る当
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社のアドバイザーに対し、本諮問事項の検討に必要な事項について質問を行い、説明ま

たは助言を求めることを含む。）を行う権限、（ⅱ） （a）特別委員会としての提案その

他の意見または質問をＣＲＨ社に伝達すること、並びに（b）特別委員会自らＣＲＨ社

（各提案に関与するその役職員及び各提案に係る各ＣＲＨ社のアドバイザーを含む。）

と協議・交渉する機会の設定を要望することができる。また、特別委員会が当該（b）

の機会の設定を要望しない場合であっても、当社は、ＣＲＨ社と協議・交渉を行った場

合にはその内容を速やかに特別委員会に報告し、特別委員会は、当該内容を踏まえ、Ｃ

ＲＨ社との協議・交渉の方針について、当社に対して意見を述べ、また、必要な指示・

要請を行う権限、及び（ⅲ）本特別委員会が必要と判断した場合には、当社の費用負担

のもと、弁護士、公認会計士その他のアドバイザーを独自に選任し、本特別委員会に対

する助言を求めることができる権限を付与することを決議しております。これを受け

て、2026 年１月 22 日に開催された第１回の本特別委員会において、当社が選任するア

ドバイザーについて、いずれも独立性に問題がないことを確認した上で、リーガル・ア

ドバイザーとしてＴＭＩ総合法律事務所を、ファイナンシャル・アドバイザー及び第三

者算定機関としてＪＢＭＡをそれぞれ選任することを承認いたしました。 

 

ⅱ 検討の経緯 

本特別委員会は、2026 年１月 22 日から 2026 年４月 13 日までに、合計 10 回開催し

たほか、各会日間においても電子メール等を通じて、意見表明や情報交換、情報収集等

を行い、必要に応じて随時協議を行う等して、本諮問事項に関し、慎重に検討を行いま

した。具体的には、本特別委員会は、当社から、当社の事業内容・業績推移、主要な経

営課題、本合併により当社の事業に対して想定されるメリット・デメリット、本合併の

条件の検討の際に基礎とされる事業計画の策定手続等について説明を受け、質疑応答

を行いました。また、ＣＲＨ社から、本合併を提案するに至った検討過程、本合併の目

的及びストラクチャー、本合併によって見込まれるメリット・デメリットその他の影響

の内容及び程度、並びに本合併後に予定している経営方針等について説明を受け、質疑

応答を行いました。当該質疑応答において、ＣＲＨ社から、当社の従業員について、現

時点においては本合併の実施に伴う人員削減や待遇等の不利益変更、希望退職の募集

等を実施する予定はない旨の回答を受けております。さらに、当社のファイナンシャ

ル・アドバイザー及び第三者算定機関であるＪＢＭＡから、本合併における合併比率の

評価の方法及び結果に関する説明に関する説明を受け、その算定過程に関して質疑応

答を行った上で、当該算定結果の合理性について検討いたしました。以上の検討に際し

て、本特別委員会は、当社のリーガル・アドバイザーであるＴＭＩ総合法律事務所から、

特別委員会の意義・役割等を含む本合併の公正性を担保するための措置及び利益相反

を回避するための措置の内容について助言を受けております。 

そして、本特別委員会は、ＪＢＭＡから、ＣＲＨ社の提案内容や協議・交渉の状況等
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につき適時に報告を受け、ＴＭＩ総合法律事務所及びＪＢＭＡから聴収した意見も踏

まえて審議・検討するとともに、適宜意見を述べた上で、交渉方針や提案内容に対する

回答書を協議・承認し、当社に対して指示・要請を行う等しております。 

 

ⅲ 判断内容 

本特別委員会は、以上の経緯の下で、ＴＭＩ総合法律事務所から受けた法的見地から

の助言、ＪＢＭＡから受けた財務的見地からの助言、2026 年４月 13 日付で提出を受け

た本合併比率算定書（ＪＢＭＡ）の内容を踏まえつつ、本諮問事項について慎重に協議・

検討を重ねた結果、2026 年４月 13 日付で、当社の取締役会に対し、委員全員の一致

で、ⅰ．本合併は当社企業価値の向上に資するものである旨、ⅱ．本合併の取引条件は

公正である旨、ⅲ．本合併の手続は公正である旨、ⅳ．上記ⅰ乃至ⅲを踏まえ､当社の

取締役会が本合併の実施を決定することは、当社の一般株主にとって公正である旨が

記載された本答申書を提出しております。 

 

３．合併対価について参考となるべき事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 2 号、第 4

項） 

（1）吸収合併存続会社の定款の内容 

別紙 2 のとおりです。 

 

（2） 合併対価の換価の方法に関する事項 

① 合併対価を取引する市場 

ＣＲＨ社の株式は、東京証券取引所プライム市場において取引されております。 

 

② 合併対価の取引の媒介、取次ぎ又は代理を行う者 

ＣＲＨ社の株式は、全国の各証券会社等にて取引の媒介、取次ぎ等が行われており

ます。 

 

③ 合併対価の譲渡その他の処分に制限があるときは、その内容 

本合併に伴い、ＣＲＨ社の単元未満株式（100 株未満の株式）を所有することとな

る株主の皆様におかれましては、取引所金融商品市場において当該単元未満株式を売

却することはできません。ＣＲＨ社の単元未満株式を所有することとなる株主の皆様

は、単元未満株式に係る買取制度（会社法第 192 条第１項の規定に基づき、ＣＲＨ社

の単元未満株式を保有する株主が、同社に対してその保有する単元未満株式を買い取

ることを請求することができる制度です。）をご利用いただくことができます。 

 

（3） 合併対価の市場価格に関する事項 
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ＣＲＨ社の株式について、本合併契約の締結を公表した日（2026 年４月 14 日）の前

営業日（2026 年４月 13 日）を基準として、基準日の終値、基準日までの直近１ヶ月間

の終値単純平均値、直近３ヶ月間の終値単純平均値及び直近６ヶ月間の終値単純平均値

は、順に 2,439 円、2,311 円、2,246 円、2,155 円です。 

なお、日本取引所グループがホームページ（https://www.jpx.co.jp/）において開示す

る株価情報及びチャート表示等により、ＣＲＨ社の株式の市場価格及び推移等がご覧い

ただけます。 

 

（4） 吸収合併存続会社の過去５年間にその末日が到来する各事業年度に係る貸借対照表

の内容 

ＣＲＨ社は、いずれの事業年度についても金融商品取引法第 24 条第１項の規定によ

り有価証券報告書を提出しております。 

 

４．吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1

項第 3 号、第 5 項） 

当社は、新株予約権を発行していないため、該当事項はありません。 

 

５．計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 4 号、第 6 項） 

（1） 吸収合併存続会社についての事項 

① 吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 3 のとおりです。 

 

② 吸収合併存続会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類 

等の内容 

該当事項はありません。 

 

③ 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社 

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

（2） 吸収合併消滅会社についての事項 

① 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社 

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

６．吸収合併が効力を生じる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関
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する事項（会社法施行規則第 182 条第 1 項第 5 号） 

当社の 2026 年 2 月 28 日現在の貸借対照表における資産の額は 13,512 百万円、負債の額

は 4,330 百万円、純資産の額は 9,181 百万円であり、その後、これらの額に重大な変動は生

じておらず、また、本合併の効力発生日までにこれらの額が大きく変動することも予想され

ておりません。 

また、ＣＲＨ社の 2026 年 2 月 28 日現在の貸借対照表における資産の額は 65,570 百万

円、負債の額は 30,427 百万円、純資産の額は 35,143 百万円であり、その後、これらの額に

重大な変動は生じておらず、また、本合併の効力発生日までにこれらの額が大きく変動する

ことも予想されておりません。したがって、本合併後におけるエーアイの資産の額は、負債

の額を十分に上回る見込みです。 

以上の点、並びにＣＲＨ社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、当社が負担す

る債務については、本合併の効力発生日以降も、吸収合併存続会社であるＣＲＨ社による履

行の見込みがあるものと判断しております。 

以上 
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吸収合併契約書 
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吸収合併存続会社の定款の内容 
 
  



定　　款

株式会社　クリエイト・レストランツ・ホールディングス

改定　2025年9月1日
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定          款 

 

 

第  １  章    総      則 

 

（商  号） 

第  １  条  当会社は、株式会社クリエイト・レストランツ・ホールディングスと称し、英文で

は create restaurants holdings inc. と表示する。 

 

（目  的） 

第  ２  条  当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

    １．飲食店の経営 

    ２．食料品（米穀類、塩、酒類を含む）、日用品、衣料品等の企画、製造、販売（通信販

売を含む）及び輸出入 

３．フランチャイズチェーンシステムによる店舗経営、加盟店募集及び加盟店指導 

４．各種催事の企画立案及び運営 

５．建築、土木工事の設計、施工及び請負 

６．不動産（駐車場、貸店舗を含む）の賃貸及び管理 

７．店舗用設備、什器備品等の販売及び賃貸 

８．商標権等の無体財産権の保有、管理及び運用 

９．シェアードサービスの提供 

10．購買、物流の企画及びサービスの提供 

11．マーケティングの企画及びサービスの提供 

12．ソフトウェアの企画、開発、販売及び保守点検 

13．人材派遣業及び有料職業紹介業 

14．前各号にかかる経営技術指導、コンサルティング及び受託 

15．前各号に掲げる事業を営む国内外の会社その他の法人等の株式または持分を保有す

ることによる、当該法人等の事業活動支配、管理または支援（当該法人等の経営管

理及び事業運営に関する業務の一部の受託を含む） 

        16．前各号に付帯する一切の業務 

 

（本店の所在地） 

第  ３  条  当会社は、本店を東京都品川区に置く。 

 

（機関） 

第 ４ 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査等委員会 

（３）会計監査人 
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（公告方法） 

第  ５  条  当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由

によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載す

る方法により行う。 

 

 

第  ２  章    株      式 

 

（発行可能株式総数） 

第 ６ 条 当会社の発行可能株式総数は、76,320 万株とする。 

 

（単元株式数） 

第  ７  条  当会社の単元株式数は、100 株とする。 

 

（単元未満株式の買増し） 

第 ８ 条 単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数と

なるべき数の単元未満株式を売渡すべき旨を当会社に請求することができる。 

２ 前項の請求があった場合において、当会社が売渡すべき数の株式を有しないときは、 

当会社は前項の請求に応じないことができる。 

 

（株主名簿管理人） 

第  ９  条  当会社は、株主名簿管理人を置く。 

        ２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議により定める。 

        ３  当会社の株主名簿、新株予約権原簿は、株主名簿管理人の事務取扱場所に備え置き、

株主名簿、新株予約権原簿への記載または記録、単元未満株式の買取り・買増し、

その他株式および新株予約権に関する事務は株主名簿管理人に取扱わせ、当会社に

おいては取扱わない。 

 

（株式取扱規程） 

第  10  条  当会社の株主名簿、新株予約権原簿への記載または記録、単元未満株式の買取り・

買増し、その他株式に関する取扱いおよび手数料については、法令または定款に定

めるもののほか、取締役会において定める株式取扱規程による。 

 

 

第  ３  章    株 主 総 会 

 

（招  集） 

第  11  条  定時株主総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に招集し、臨時株主総会は、必要が

ある場合に招集する。 
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（定時株主総会の基準日） 

第  12  条  当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年２月末日とする。 

 

（招集権者および議長） 

第  13  条  株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により、取締役

社長がこれを招集する。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会にお

いて定めた順序により、他の取締役がこれを招集する。 

        ２  株主総会の議長は、取締役社長がこれにあたる。取締役社長に事故があるときは、

あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締役が議長となる。 

 

（電子提供措置等） 

第 14 条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、

電子提供措置をとるものとする。 

    ２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部

について、議決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記

載しないことができる。 

 

（議決権の代理行使） 

第  15  条  株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、議決権を行使する

ことができる。 

        ２  前項の場合には、株主または代理人は代理権を証する書面を、株主総会ごとに当会

社に提出しなければならない。 

 

（決議の方法） 

第  16  条  株主総会の決議は、法令または定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決

権を行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

        ２ 会社法第 309 条第２項の定めによるべき決議は、議決権を行使できる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。 

 

（議事録） 

第  17  条  株主総会における議事の経過の要領およびその結果は、議事録に記載または記録す

る。 

 

 

第  ４  章    取締役および取締役会 

 

（取締役の員数） 

第  18  条  当会社の取締役（監査等委員である者を除く。）は、10名以内とする。 

    ２ 当会社の監査等委員である取締役は、６名以内とする。 
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（取締役の選任） 

第  19  条  取締役は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の

決議によって選任する。 

        ２  取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

        ３  取締役の選任決議は、累積投票によらない。 

 

（取締役の任期） 

第  20  条  取締役（監査等委員である者を除く。）の任期は、選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

    ２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終

のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。 

    ３ 任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監査等委

員である取締役の任期は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時ま

でとする。 

         

（代表取締役および役付取締役） 

第  21  条  当会社は、取締役会の決議により、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の中 

から代表取締役を選定する。 

        ２  取締役会は、その決議により、取締役の中から取締役社長１名を選任し、また必要

に応じ、取締役会長１名および取締役副社長、専務取締役、常務取締役各若干名を

定めることができる。 

 

（取締役会の招集権者および議長） 

第  22  条  取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き取締役社長がこれを招集し、議長

となる。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序

により、他の取締役がこれを招集し、議長となる。 

 

（取締役会の招集通知） 

第  23  条  取締役会の招集通知は、各取締役に対し、会日の３日前までに発する。ただし、緊

急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

 ２ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催すること

ができる。 

 

（取締役会の決議の方法） 

第  24  条  取締役会の決議は、取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行

う。 

    ２ 前項の規定にかかわらず、当会社は、取締役（当該決議事項について議決に加わる

ことができる者に限る。）の全員が取締役会の決議事項について書面または電磁的記

録により同意の意思表示をしたときは、当該決議事項を可決する旨の取締役会の決
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議があったものとみなす。 

 

（取締役への委任） 

第  25 条 当会社は、会社法第 399 条の 13 第６項の規定により、取締役会の決議によって重要

な業務執行（同上第５項各号に掲げる事項を除く。）の決定を取締役に委任すること

ができる。 

 

（取締役会の議事録） 

第  26  条  取締役会における議事の経過の要領およびその結果は、議事録に記載または記録し、

出席した取締役がこれに記名押印または電子署名する。 

 

（取締役会規程） 

第  27  条  取締役会に関する事項は、法令または定款に定めるもののほか、取締役会において

定める取締役会規程による。 

 

（取締役の責任免除） 

第 28 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の規定によって、任務を怠ったことによる取締役

（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の

決議によって免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第 427 条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等である   

者を除く。）との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結

することができる。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が規定

する額とする。 

 

（取締役の報酬等） 

第  29  条  取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益

は、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、株主総会の決議に

よって定める。 

 

 

                第 ５ 章  監査等委員会 

 

（常勤の監査等委員） 

第 30 条 監査等委員会は、その決議によって、常勤の監査等委員を選定する。 

 

（監査等委員会の招集通知） 

第 31 条 監査等委員会の招集通知は、会日の３日前までに各監査等委員会に対して発する。

ただし、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

    ２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査等委員会を開催

することができる。 
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（監査等委員会規程） 

第  32  条  監査等委員会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査等委員会において定

める監査等委員会規程による。 

 

 

第  ６  章    計      算 

 

（事業年度） 

第  33  条  当会社の事業年度は、毎年３月１日から翌年２月末日までの１年とする。 

 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第 34 条 当会社は、剰余金の配当等会社法第 459 条第１項各号に定める事項については、 

法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議によって定めることができる。 

 

（剰余金の配当の基準日） 

第  35  条  当会社の期末配当の基準日は、毎年２月末日とする。 

    ２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年８月 31 日とする。 

    ３ 前２項のほか、当会社は、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる。 

 

 

（配当金の除斥期間） 

第  36  条  利益配当金および中間配当金が、支払開始の日から満３年を経過しても受領されな

いときは、当会社はその支払の義務を免れる。 

        ２  未払の期末配当金および中間配当金には利息をつけない。 

 

附則 

（監査役の責任免除に関する経過措置） 

第 1 条 当会社は、第 19期定時株主総会において決議された定款一部変更の効力発生時以前 

の行為に関し、会社法第 426 条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役で

あった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除すること

ができる。 
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吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 
 




















































































































































